
 

 

 
2025年８月８日 

各  位 

株 式 会 社 フ ィ ス コ 

代 表 取 締 役 社 長 岡本 純子 

（東証グロース市場・コード 3807） 

問い合わせ先：   

取締役管理本部長 岡本 純子   

電 話 番 号 03（5774）2440（代表） 

 

 

内部統制報告書の訂正報告書の提出に関するお知らせ 
 

当社は、本日付「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度の決算短信等の

訂正に関するお知らせ」にてお知らせしたとおり、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を近

畿財務局長へ提出いたしました。 

これに伴い、当社は、金融商品取引法第 24 条の４の５第１項に基づき、内部統制報告書の訂

正報告書を近畿財務局長に提出いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

１．訂正の対象となる内部統制報告書 

第 29期     (自 2022年１月１日 至 2022年 12月 31日) 

第 30期     (自 2023年１月１日 至 2023年 12月 31日) 

第 31期     (自 2024年１月１日 至 2024年 12月 31日) 

 

 

２．訂正の内容 

上記の内部統制報告書のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正いたしました。

なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

 

 

３．【評価結果に関する事項】 

（第29期 訂正前） 

上記の評価の結果、当事業会計年度である2022年12月31日現在において、当社グループの財務

報告に係る内部統制は有効であると判断しました。 

 

（第29期 訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、

開示すべき重要な不備に該当するため、当事業会計年度である2022年12月31日現在において、当

社グループの財務報告に係る内部統制は有効ではないと判断しました。 

 

記 

 



 

 

当社は、当社が保有する暗号資産フィスココイン（以下「FSCC」といいます。）に関する過年度

の評価について、会計処理の訂正が必要であることが判明したため、過年度の決算を修正すると

ともに、2022年12月期第２四半期から2024年12月期期末までの有価証券報告書、四半期報告書、

決算短信および四半期決算短信について、訂正報告書を提出いたしました。 

また、当社の財務報告に係る内部統制の再評価の結果、以下の決算・財務報告プロセスにおける

不備があったと判断いたしました。 

 

（１） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

当時当社は、監査法人とも協議の上、FSCCを実務対応報告第 38 号（平成30年３月14日、以下

「実務対応報告」）における「活発な市場が存在しない暗号資産」として扱い、その評価はZaifに

おける月末終値を基準としておりました。 

 もっとも実務対応報告に基づいてはいたものの、他社事例を含めて実務の積み重ねもまだ乏し

かったこともあり、当社としての具体的ルールの策定にまでは至っておりませんでした。従って

当社も監査法人も会計監査の都度、慎重に評価に当たっており、今後は単純な期末終値を採用す

るのではなく、例えば期末日を含む３ヶ月間平均の値を採用する等、必ずしも期末終値が使用さ

れない可能性があることについても協議を行っておりました。 

 一方で本件は、当時の当社取締役が取引に関与して価格の大幅な変動を認識していた事案であ

り、令和４（2022）年12月期第２四半期の時点ですでに単純な期末終値を採用することが妥当で

ないと判断すべき事案でした。 

この点を監査法人にリスク共有し、本件取引の事実を当社財務経理部門に注意喚起していれば、

単純な期末終値を採用するのが妥当でないとの判断に至り、本件訂正は避けられる可能性があっ

たものと判断されます。 

 

（２） 管理体制上の不備 

特に活発な取引市場が存在しない暗号資産の評価プロセス及び手法について、取引履歴の分析

やより慎重かつ緻密な検証、特に異常値があった場合の原因究明及びそのルール化を怠ったこと、

及び異常取引を認識した場合の会計監査プロセスへの反映等がなされなかったことについて、管

理体制上の不備があったと考えております。 

 

当社は、これらの不備は財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該当

すると判断しました。 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関しましては、当該事実の判明が当

事業年度末日後であったため、当該不備を当事業年度末日までに是正することができませんでし

た。 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて財務諸表に反映しており

ます。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、監査役会による調査報告の提言及び社外取締役の意見も踏まえ、以下の再発防

止策を実行し適正な内部統制の整備及び運用を図ってまいります。 

 

再発防止策 

（１） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

▪ 監査法人をはじめとする外部専門家との重要な会計論点の議論 

▪ 経理部門の十分な人員体制の構築 

▪ 各種の研修機会の増強による複雑な会計処理や会計基準についての最新の実務・知識の獲得 



 

 

 

（２） 管理体制上の不備 

▪ 暗号資産に関する取引ガイドライン及び事前承認手続等に係る社内規程に則った運用の徹底 

▪ 異常値・異常取引を認識した場合の対応のルール化など、現在の規程に不足している内容につい

て早急な整備と運用の徹底 

▪ 当社業務執行役員または同役員が関与する関係会社が暗号資産取引を実施する場合の事前承認制

度の構築 

▪ 特に暗号資産に関連する市場戦略や方針を共有する会議など、定例会議における議事記録および

出席記録の整備強化、並びに取引に影響を及ぼし得る情報の共有の有無が後から検証可能となる

よう、文書・データを一元的に保管管理する体制の構築 

▪ 当社グループ複数社による同時期・同一方向の大口取引など、相場への影響や価格形成の偏りが

懸念されるような取引を事前に一元的に報告・把握する仕組み、及び必要な場合には取引を一律

に制限する仕組みなど、当社 グループ会社間における価格影響取引のリスク管理体制の構築 

▪ 当社取締役が複数のグループ会社、特に暗号資産関連企業の取締役や執行責任者を兼任する体制

について、利益相反や市場への影響リスクを高める要因であることを踏まえた役員の兼任（関与）

体制の見直しおよび解除 

 

当社は、上記の対策を速やかに実行に移すとともに、会計監査人及び当社関係部門との連携を図

りながら、財務報告、特に暗号資産に関する業務運営における適正性と信頼性の確保を徹底して

まいります。 

 

 

（第30期 訂正前） 

上記の評価の結果、当事業会計年度である2023年12月31日現在において、当社の財務報告に係

る内部統制は有効であると判断しました。 

 

（第30期 訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、

開示すべき重要な不備に該当するため、当事業会計年度である2023年12月31日現在において、当

社の財務報告に係る内部統制は有効ではないと判断しました。 

 

記 

 

当社は、当社が保有する暗号資産フィスココイン（以下「FSCC」といいます。）に関する過年度

の評価について、会計処理の訂正が必要であることが判明したため、過年度の決算を修正すると

ともに、2022年12月期第２四半期から2024年12月期期末までの有価証券報告書、四半期報告書、

決算短信および四半期決算短信について、訂正報告書を提出いたしました。 

また、当社の財務報告に係る内部統制の再評価の結果、以下の決算・財務報告プロセスにおける

不備があったと判断いたしました。 

 

（３） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

当時当社は、監査法人とも協議の上、FSCCを実務対応報告第 38 号（平成30年３月14日、以下

「実務対応報告」）における「活発な市場が存在しない暗号資産」として扱い、その評価はZaifに

おける月末終値を基準としておりました。 

 もっとも実務対応報告に基づいてはいたものの、他社事例を含めて実務の積み重ねもまだ乏し

かったこともあり、当社としての具体的ルールの策定にまでは至っておりませんでした。従って



 

 

当社も監査法人も会計監査の都度、慎重に評価に当たっており、今後は単純な期末終値を採用す

るのではなく、例えば期末日を含む３ヶ月間平均の値を採用する等、必ずしも期末終値が使用さ

れない可能性があることについても協議を行っておりました。 

 一方で2022年6月末日のFSCCの評価に関しては、当時の当社取締役が取引に関与して価格の大

幅な変動を認識していた事案であり、当該時点ですでに単純な期末終値を採用することが妥当で

ないと判断すべき事案でした。 

この点を監査法人にリスク共有し、本件取引の事実を当社財務経理部門に注意喚起していれば、

単純な期末終値を採用するのが妥当でないとの判断に至り、本件訂正は避けられる可能性があっ

たものと判断されます。 

また、当社が保有していた暗号資産の評価減に係る損失計上時期の妥当性については、会計上

の専門的な判断を伴うものであったにもかかわらず、最も妥当と考えられる暗号資産の評価に関

する会計処理について専門性の高い検証や確認が不十分であったと認識しております。 

 

（４） 管理体制上の不備 

特に活発な取引市場が存在しない暗号資産の評価プロセス及び手法について、取引履歴の分析

やより慎重かつ緻密な検証、特に異常値があった場合の原因究明及びそのルール化を怠ったこと、

及び異常取引を認識した場合の会計監査プロセスへの反映等がなされなかったこと、さらに取引

市場の特性や参加者の属性等を加味して、その価格形成の妥当性を検証する等のルール化を怠っ

たことについて、管理体制上の不備があったと考えております。 

 

当社は、これらの不備は財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該当

すると判断しました。 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関しましては、当該事実の判明が当

事業年度末日後であったため、当該不備を当事業年度末日までに是正することができませんでし

た。 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて財務諸表に反映しており

ます。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、監査役会による調査報告の提言及び社外取締役の意見も踏まえ、以下の再発防

止策を実行し適正な内部統制の整備及び運用を図ってまいります。 

 

再発防止策 

（３） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

▪ 監査法人をはじめとする外部専門家との重要な会計論点の議論 

▪ 経理部門の十分な人員体制の構築 

▪ 各種の研修機会の増強による複雑な会計処理や会計基準についての最新の実務・知識の獲得 

 

（４） 管理体制上の不備 

▪ 暗号資産に関する取引ガイドライン及び事前承認手続等に係る社内規程に則った運用の徹底 

▪ 異常値・異常取引を認識した場合の対応のルール化など、現在の規程に不足している内容につい

て早急な整備と運用の徹底 

▪ 当社業務執行役員または同役員が関与する関係会社が暗号資産取引を実施する場合の事前承認制

度の構築 

▪ 特に暗号資産に関連する市場戦略や方針を共有する会議など、定例会議における議事記録および

出席記録の整備強化、並びに取引に影響を及ぼし得る情報の共有の有無が後から検証可能となる



 

 

よう、文書・データを一元的に保管管理する体制の構築 

▪ 当社グループ複数社による同時期・同一方向の大口取引など、相場への影響や価格形成の偏りが

懸念されるような取引を事前に一元的に報告・把握する仕組み、及び必要な場合には取引を一律

に制限する仕組みなど、当社 グループ会社間における価格影響取引のリスク管理体制の構築 

▪ 当社取締役が複数のグループ会社、特に暗号資産関連企業の取締役や執行責任者を兼任する体制

について、利益相反や市場への影響リスクを高める要因であることを踏まえた役員の兼任（関与）

体制の見直しおよび解除 

▪ 暗号資産市場の参加者や暗号資産の特性に応じた適切な資産評価を実施するため、評価の都度、

取引量、取引参加者及び価格推移を検討して、当該市場における価格を採用すべきかどうか決定

する等のより厳しい基準に基づくルールの策定 

 

当社は、上記の対策を速やかに実行に移すとともに、会計監査人及び当社関係部門との連携を図

りながら、財務報告、特に暗号資産に関する業務運営における適正性と信頼性の確保を徹底して

まいります。 

 

 

（第31期 訂正前） 

上記の評価の結果、当事業会計年度である2024年12月31日現在において、当社の財務報告に係

る内部統制は有効であると判断しました。 

 

（第31期 訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、

開示すべき重要な不備に該当するため、当事業会計年度である2024年12月31日現在において、当

社の財務報告に係る内部統制は有効ではないと判断しました。 

 

記 

 

当社は、当社が保有する暗号資産フィスココイン（以下「FSCC」といいます。）に関する過年度

の評価について、会計処理の訂正が必要であることが判明したため、過年度の決算を修正すると

ともに、2022年12月期第２四半期から2024年12月期期末までの有価証券報告書、四半期報告書、

決算短信および四半期決算短信について、訂正報告書を提出いたしました。 

また、当社の財務報告に係る内部統制の再評価の結果、以下の決算・財務報告プロセスにおける

不備があったと判断いたしました。 

 

（５） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

当時当社は、監査法人とも協議の上、FSCCを実務対応報告第 38 号（平成30年３月14日、以下

「実務対応報告」）における「活発な市場が存在しない暗号資産」として扱い、その評価はZaifに

おける月末終値を基準としておりました。 

 もっとも実務対応報告に基づいてはいたものの、他社事例を含めて実務の積み重ねもまだ乏し

かったこともあり、当社としての具体的ルールの策定にまでは至っておりませんでした。従って

当社も監査法人も会計監査の都度、慎重に評価に当たっており、今後は単純な期末終値を採用す

るのではなく、例えば期末日を含む３ヶ月間平均の値を採用する等、必ずしも期末終値が使用さ

れない可能性があることについても協議を行っておりました。 

 一方で2022年6月末日のFSCCの評価に関しては、当時の当社取締役が取引に関与して価格の大

幅な変動を認識していた事案であり、当該時点ですでに単純な期末終値を採用することが妥当で

ないと判断すべき事案でした。 



 

 

この点を監査法人にリスク共有し、本件取引の事実を当社財務経理部門に注意喚起していれば、

単純な期末終値を採用するのが妥当でないとの判断に至り、本件訂正は避けられる可能性があっ

たものと判断されます。 

また、当社が保有していた暗号資産の評価減に係る損失計上時期の妥当性については、会計上

の専門的な判断を伴うものであったにもかかわらず、最も妥当と考えられる暗号資産の評価に関

する会計処理について専門性の高い検証や確認が不十分であったと認識しております。 

 

（６） 管理体制上の不備 

特に活発な取引市場が存在しない暗号資産の評価プロセス及び手法について、取引履歴の分析

やより慎重かつ緻密な検証、特に異常値があった場合の原因究明及びそのルール化を怠ったこと、

及び異常取引を認識した場合の会計監査プロセスへの反映等がなされなかったこと、さらに取引

市場の特性や参加者の属性等を加味して、その価格形成の妥当性を検証する等のルール化を怠っ

たことについて、管理体制上の不備があったと考えております。 

 

当社は、これらの不備は財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該当

すると判断しました。 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関しましては、当該事実の判明が当

事業年度末日後であったため、当該不備を当事業年度末日までに是正することができませんでし

た。 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて財務諸表に反映しており

ます。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、監査役会による調査報告の提言及び社外取締役の意見も踏まえ、以下の再発防

止策を実行し適正な内部統制の整備及び運用を図ってまいります。 

 

再発防止策 

（５） 経営陣の会計基準等の遵守に関する確認不足 

▪ 監査法人をはじめとする外部専門家との重要な会計論点の議論 

▪ 経理部門の十分な人員体制の構築 

▪ 各種の研修機会の増強による複雑な会計処理や会計基準についての最新の実務・知識の獲得 

 

（６） 管理体制上の不備 

▪ 暗号資産に関する取引ガイドライン及び事前承認手続等に係る社内規程に則った運用の徹底 

▪ 異常値・異常取引を認識した場合の対応のルール化など、現在の規程に不足している内容につい

て早急な整備と運用の徹底 

▪ 当社業務執行役員または同役員が関与する関係会社が暗号資産取引を実施する場合の事前承認制

度の構築 

▪ 特に暗号資産に関連する市場戦略や方針を共有する会議など、定例会議における議事記録および

出席記録の整備強化、並びに取引に影響を及ぼし得る情報の共有の有無が後から検証可能となる

よう、文書・データを一元的に保管管理する体制の構築 

▪ 当社グループ複数社による同時期・同一方向の大口取引など、相場への影響や価格形成の偏りが

懸念されるような取引を事前に一元的に報告・把握する仕組み、及び必要な場合には取引を一律

に制限する仕組みなど、当社 グループ会社間における価格影響取引のリスク管理体制の構築 

▪ 当社取締役が複数のグループ会社、特に暗号資産関連企業の取締役や執行責任者を兼任する体制

について、利益相反や市場への影響リスクを高める要因であることを踏まえた役員の兼任（関与）



 

 

体制の見直しおよび解除 

▪ 暗号資産市場の参加者や暗号資産の特性に応じた適切な資産評価を実施するため、評価の都度、

取引量、取引参加者及び価格推移を検討して、当該市場における価格を採用すべきかどうか決定

する等のより厳しい基準に基づくルールの策定 

 

当社は、上記の対策を速やかに実行に移すとともに、会計監査人及び当社関係部門との連携を図

りながら、財務報告、特に暗号資産に関する業務運営における適正性と信頼性の確保を徹底して

まいります。 

 

 

以 上 


